
 

 

林業の成長産業化の推進 

 

政策提言先 農林水産省 

政策提言の要旨 

中山間地域では、過疎化・高齢化の進展により地域経済が疲弊しています。一方で、こうし

た地域にはすぐ近くに豊富な森林資源を有していますが、これを十分に生かし切れていない状

況にあります。 

この豊富な森林資源を活用して林業を再生し、中山間地域における雇用の創出や所得の向上

を図ることによって成長産業化が実現され、地方創生にもつながると考えます。 

林業の成長産業化を実現するためには、原木の生産から加工、流通・販売体制の強化など、

地域の実情に応じた川上から川下までの総合的な取り組みを行うことが必要となります。 

将来にわたって中山間地域を元気にしていくためには、明確なビジョンのもと、林業の成長

産業化に向けて官民協働で取り組んでいくことが必要であり、国においてはその取り組みに対

し支援を行うよう提言します。 

【政策提言の具体的内容】 

  林業の成長産業化の実現に向けた地域の取り組みに対し支援を行うよう提言します。 

 

【政策提言の理由】 

 日本再興戦略２０１６（平成２８年６月２日閣議決定）において、林業の成長産業化に向け

て、『製材・合板工場や木質バイオマス利用施設を中心に、川上から川下までの事業者がバリ

ューチェーンでつながり収益性の高い経営を実現する「林業成長産業化地域」を全国に十数か

所、モデル的に選定し、重点的に育成する。』とされました。 

これを受けて、平成２９年度林野庁概算要求において、森林資源の豊富な山村地域にあって、

地場の資源を有効活用し、将来にわたって持続的に多くの雇用や経済価値を生み出す地域とな

ることを目指して、知恵と工夫を凝らしつつ、明確なビジョンを持って取り組もうとする地域

を「林業成長産業化地域」として支援する「林業成長産業化地域創出モデル事業」が要求され

ています。 

各地で林業の成長産業化に向けて取り組む中、本県では、高知県産業振興計画（林業分野）

において、「原木生産のさらなる拡大」「加工体制の強化」「流通・販売体制の確立」「木材

需要の拡大」「担い手の育成・確保」を５本柱に、川上から川下にいたる施策を着実に実行し

ています。これまで大型製材工場や木質バイオマス発電施設の整備などのほか、新たな木材需

要の拡大に向けたＣＬＴの普及拡大にも取り組んできており、こうした取り組みをさらに強化

するとともに、その流れをより力強い拡大再生産の好循環へとつなげることにより、林業・木

材産業クラスターの形成を目指しています。 

市町村においても、県と連携を図り、地域の森林資源を余すことなく活用することにより

林業再生に向けた取り組みが活発化しており、こうした林業の成長産業化の実現に向けた地

域の取り組みに対し支援を行うよう提言するものです。 

                 【高知県担当課室】林業振興・環境部 林業環境政策課 



林業・木材産業クラスターの形成による林業の成長産業化を目指して
～木材加工を核として原木生産から販売・再生産までの好循環を生み出す～
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